
規 則

�愛媛県規則第３９号
審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則等の一部を改正する規則

（審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則の一部改正）

第１条 審議会、審査会等の委員その他これに準ずる者の報酬に関する規則（昭和２８年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（児童福祉法施行細則の一部改正）

第２条 児童福祉法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第２９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

省略

愛媛県感染症診査協議会臨時委員

愛媛県小児慢性特定疾病審査会委員

愛媛県指定難病審査会委員

省略

省略

愛媛県感染症診査協議会臨時委員

省略
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改 正 後 改 正 前

（委任）

第１条 児 童 福 祉 法（昭 和２２年 法 律 第１６４号。以 下「法」と い

う。）第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１５３条第２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談

所長に委任する。

�～� 省略

� 法第２８条第１項から第３項 までの規定に

よる措置に関すること。

�～� 省略

�の２ 法第５６条第５項の規定による閲覧又は資料提供の要求に

関すること。

�～� 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～�の６ 省略

�の７ 法第２１条の５の２１第１項（同条第２項において準用する

場合を含む。）の規定による指定障害児通所支援事業者等に対

する報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の８ 法第２１条の５の２１第３項において準用する法第１９条の１６

第２項 の規定による当該職員の身分を示す証明書の交

付に関すること。

�の９～�の１８ 省略

�の１９ 法第２１条の５の２６第５項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３９第５項において準用する

法第１９条の１６第２項 の規定による当該職員の身分を示す証

明書の交付に関すること。

�の２０～�の３ 省略

�の４ 法第２４条の１５第２項において準用する法第１９条の１６第２

項の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関するこ

と。

�の５～	 省略

３ 省略

（児童又はその保護者への通知）

第２２条 児童相談所長は、法第２７条第１項第３号又は第２項の規定

により、児童を児童福祉施設に入所させ、又は児童につき指定発

達支援医療機関に治療等の委託をする措置を採ろうとするとき

は、入所させようとする児童福祉施設又は治療等の委託をしよう

とする指定発達支援医療機関及び在所中又は委託されている間の

費用に関する事項について、児童又はその保護者に告げなければ

ならない。法第３１条第３項に規定する変更の措置を採ろうとする

ときも、同様とする。

２ 省略

（児童福祉施設の長又は指定発達支援医療機関の長の届出書）

第２３条 省略

様式第７号（第４条関係） 療育給付意見書

（委任）

第１条 児 童 福 祉 法（昭 和２２年 法 律 第１６４号。以 下「法」と い

う。）第３２条第１項及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第

１５３条第２項の規定により、次に掲げる知事の権限は、児童相談

所長に委任する。

�～� 省略

� 法第２８条第１項、第２項及び第４項から第６項までの規定に

よる措置に関すること。

�～� 省略

�の２ 法第５６条第８項の規定による閲覧又は資料提供の要求に

関すること。

�～� 省略

２ 法第３２条第２項及び地方自治法第１５３条第２項の規定により、

次に掲げる知事の権限は、地方局長に委任する。

�～�の６ 省略

�の７ 法第２１条の５の２１第１項（同条第４項において準用する

場合を含む。）の規定による指定障害児通所支援事業者等に対

する報告の徴収及び立入検査に関すること。

�の８ 法第２１条の５の２１第２項（同条第４項において準用する

場合を含む。）の規定による当該職員の身分を示す証明書の交

付に関すること。

�の９～�の１８ 省略

�の１９ 法第２１条の５の２６第５項（法第２４条の１９の２において準

用する場合を含む。）及び第２４条の３９第５項において準用する

法第２１条の５の２１第２項の規定による当該職員の身分を示す証

明書の交付に関すること。

�の２０～�の３ 省略

�の４ 法第２４条の１５第２項

の規定による当該職員の身分を示す証明書の交付に関するこ

と。

�の５～	 省略

３ 地方自治法第１５３条第２項の規定により、法第２０条第１項の規

定による療育の給付の決定に関する知事の権限は、保健所長に委

任する。

４ 省略

（児童又はその保護者への通知）

第２２条 児童相談所長は、法第２７条第１項第３号又は第２項の規定

により、児童を児童福祉施設に入所させ、又は児童につき指定医

療機関 に治療等の委託をする措置を採ろうとするとき

は、入所させようとする児童福祉施設又は治療等の委託をしよう

とする指定医療機関 及び在所中又は委託されている間の

費用に関する事項について、児童又はその保護者に告げなければ

ならない。法第３１条第３項に規定する変更の措置を採ろうとする

ときも、同様とする。

２ 省略

（児童福祉施設の長又は指定医療機関 の長の届出書）

第２３条 省略

様式第７号（第４条関係） 療育給付意見書

省略 省略

注 省略 注１ 省略

２ 病名欄には、骨関節結核とそれ以外の結核を明確に区別
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様式第８号（第５条関係） 指定療育機関指定申請書

して記入すること。

様式第８号（第５条関係） 指定療育機関指定申請書

省略 省略

標ぼうしている診療科名 標ぼうしている診療科名

（※１）

診療を担当しよう

とする結核の種別

骨関節結核

骨関節結核

以外の結核

結核にかかつている児童

のみを収容する病室

（※１）

省略 結核にかかつている児童

のみを収容する病室

（※２）

省略

結核の診療

を主として担当する医

師（※２）

氏 名 氏 名
骨関節結核又は骨関節

結核以外の結核の診療

を主として担当する医

師（※３）

診療担当別

氏 名

診療担当別

氏 名

省略 省略

療養生活の指導を担当

する職員（※３）

省略 療養生活の指導を担当

する職員（※４）

省略

児童の療育生活に

必 要 な 設 備

図 書 遊 具 その他（※４） 骨関節結核の診療に必要な設備 装具 有無 けん引装置 有無 その他

種 類 冊数 種 目 数 種 目 数
児童の療育生活に

必 要 な 設 備

図 書 遊 具 その他（※５）

種 類 冊数 種 目 数 種 目 数

児 童 の 教 育 に

必 要 な 設 備

学校の

名 称

学校の種別

（※５）

省略
児 童 の 教 育 に

必 要 な 設 備

学校の

名 称

学校の種別

（※６）

省略

省略 省略

記載要領

１ （※１）の病室の収容人員及び現員は、結核にかかつて

いる児童のみを収容する病室ごとに記入すること。

２ （※２）の担当医師の略歴は、結核

の診療及び児童

の療養生活の指導に関する事項を主とすること。

３ （※３）の担当職員は、保育士・看護師・児童指導員の

別を明らかにし、特に看護師については、小児看護につい

ての再教育の点を明らかにすること。

４ （※４）は、ラジオ、テレビ、映画機、オルガン等をい

う。

５ （※５）の学校の種別は、該当する方を残して他を抹消

すること。

備考 省略

様式第１２号（第８条関係） 障害児入所給付費（特定入所障害児食

費等給付費）支給申請書兼利用者負担額減額（免除）申請書

記載要領

１ （※１）の診療を担当しようとする結核の種別は、該当

する方を残して他を抹消すること。

２ （※２）の病室の収容人員及び現員は、結核にかかつて

いる児童のみを収容する病室ごとに記入すること。

３ （※３）の担当医師は、骨関節結核及び骨関節結核以外

の担当別を明らかにし、略歴は、それぞれの診療及び児童

の療養生活の指導に関する事項を主とすること。

４ （※４）の担当職員は、保育士・看護師・児童指導員の

別を明らかにし、特に看護師については、小児看護につい

ての再教育の点を明らかにすること。

５ （※５）は、ラジオ、テレビ、映画機、オルガン等をい

う。

６ （※６）の学校の種別は、該当する方を残して他を抹消

すること。

備考 省略

様式第１２号（第８条関係） 障害児入所給付費（特定入所障害児食

費等給付費）支給申請書兼利用者負担額減額（免除）申請書

省略 省略

指定入所

支援の具

体的内容

種類
□障害児入所支援（ □福祉型障害児入所施設 □医療型障

害児入所施設 ） □指定発達支援医療機関

指定入所

支援の具

体的内容

種類
□障害児入所支援（ □福祉型障害児入所施設 □医療型障

害児入所施設 ） □指定医療機関

省略 省略

省略 省略

注１～４ 省略

５ 「被保険者証の記号及び番号」及び「保険者名及び番

号」の欄は、障害児入所医療費支給対象施設（医療型障害

児入所施設及び指定発達支援医療機関）の利用を申請する

注１～４ 省略

５ 「被保険者証の記号及び番号」及び「保険者名及び番

号」の欄は、障害児入所医療費支給対象施設（医療型障害

児入所施設及び指定医療機関 ）の利用を申請する
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場合に記入すること。

６ 省略

様式第１２号の４（第８条の４、様式第１２号、様式第１２号の２、様式

第１２号の３、様式第１２号の６関係） 障害児入所受給者証

（表） 省略

（裏）

場合に記入すること。

６ 省略

様式第１２号の４（第８条の４、様式第１２号、様式第１２号の２、様式

第１２号の３、様式第１２号の６関係） 障害児入所受給者証

（表） 省略

（裏）

（４） 省略 （４） 省略

注意事項欄 注意事項欄

１・２ 省略

３ 医療型障害児入所施設（指定発達支援医療機関を含

む。）に入所するときは、この証に医療保険の被保険

者証及び障害児入所医療受給者証を添えて、入所する

施設に提示してください。

４～６ 省略

１・２ 省略

３ 医療型障害児入所施設（指定医療機関 を含

む。）に入所するときは、この証に医療保険の被保険

者証及び障害児入所医療受給者証を添えて、入所する

施設に提示してください。

４～６ 省略

様式第１２号の５（第８条の５、様式第１３号関係） 障害児入所医療

受給者証

様式第１２号の５（第８条の５、様式第１３号関係） 障害児入所医療

受給者証

省略 注 意 事 項 欄 省略 注 意 事 項 欄

１ 省略

２ 医療型障害児入所施設（指定発達支援医療機関を含

む。）に入所するときは、必ずこの証に医療保険の被

保険者証を添えて、入所する施設に提示してくださ

い。

３～１０ 省略

１ 省略

２ 医療型障害児入所施設（指定医療機関 を含

む。）に入所するときは、必ずこの証に医療保険の被

保険者証を添えて、入所する施設に提示してくださ

い。

３～１０ 省略

様式第２３号の４（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組希望里親・親族里親家庭調査票

様式第２３号の４（第２３条の４関係） 養育里親（専門里親）・養子

縁組希望里親・親族里親家庭調査票

省略 省略

申

請

者

に

つ

い

て

の

事

項

省略 申

請

者

に

つ

い

て

の

事

項

省略

欠格

事由

該当

の有

無

省略 欠格

事由

該当

の有

無

省略 欠格

事由

該当

の有

無

省略 欠格

事由

該当

の有

無

省略

３ 児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）、児童買

春、児童ポルノに係る行

為等の規制及び処罰並び

に児童の保護等に関する

法律（平成１１年法律第５２

号）、社会福祉法（昭和

２６年法律第４５号）、児童

扶養手当法（昭和３６年法

律第２３８号）、特別児童扶

養手当等の支給に関する

法律（昭和３９年法律第

１３４号）、児童手当法（昭

和４６年法律第７３号）、平

成２２年度等における子ど

も手当の支給に関する法

律（平成２２年法律第１９

号）又は平成２３年度にお

ける子ども手当の支給等

省

略

３ 児童福祉法、児童買

春、児童ポルノに係る行

為等の規制及び処罰並び

に児童の保護等に関する

法律、社会福祉法、児童

扶養手当法、特別児童扶

養手当等の支給に関する

法律、児童手当法、平成

２２年度等における子ども

手当の支給に関する法律

又は平成２３年度における

子ども手当の支給等に関

する特別措置法の規定に

より罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、

又は執行を受けることが

なくなるまでの者

省

略

３ 児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）、児童買

春、児童ポルノに係る行

為等の処罰及び

児童の保護等に関する

法律（平成１１年法律第５２

号）、社会福祉法（昭和

２６年法律第４５号）、児童

扶養手当法（昭和３６年法

律第２３８号）、特別児童扶

養手当等の支給に関する

法律（昭和３９年法律第

１３４号）、児童手当法（昭

和４６年法律第７３号）、平

成２２年度等における子ど

も手当の支給に関する法

律（平成２２年法律第１９

号）又は平成２３年度にお

ける子ども手当の支給等

省

略

３ 児童福祉法、児童買

春、児童ポルノに係る行

為等の処罰及び

児童の保護等に関する

法律、社会福祉法、児童

扶養手当法、特別児童扶

養手当等の支給に関する

法律、児童手当法、平成

２２年度等における子ども

手当の支給に関する法律

又は平成２３年度における

子ども手当の支給等に関

する特別措置法の規定に

より罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、

又は執行を受けることが

なくなるまでの者

省

略
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（児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則の一部改正）

第３条 児童福祉法第５６条の規定による費用徴収規則（昭和４１年愛媛県規則第１３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県行政組織規則の一部改正）

第４条 愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

に関する特別措置法（平

成２３年法律第１０７号）の

規定により罰金の刑に処

せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けるこ

とがなくなるまでの者

に関する特別措置法（平

成２３年法律第１０７号）の

規定により罰金の刑に処

せられ、その執行を終わ

り、又は執行を受けるこ

とがなくなるまでの者

省略 省略 省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第４条関係）

徴 収 金 基 準 額 表

別表（第４条関係）

徴 収 金 基 準 額 表

省略 省略

備考

１～３ 省略

４ この表における「入所施設」とは、児童養護施設、児

童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設、乳児院、助

産施設、小規模住居型児童養育事業所及び里親並びに障

害児入所施設及び指定発達支援医療機関（児童を入院さ

せるものに限る。以下同じ。）をいう。

５ 省略

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、零

円とする。

�・� 省略

� 在宅障害児又は在宅障害者のいる世帯（次に掲げる

障害児又は障害者（社会福祉施設に措置された障害児

若しくは障害者、法第２４条の２の規定により障害児入

所施設又は指定発達支援医療機関を利用する障害児、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号）第６条の自立支援給

付の受給者（同法第５条第６項、第７項又は第１２項か

ら第１４項までのサービスに係る介護給付費等の支給を

受ける者に限る。）又は同法附則第２２条の特定旧法受

給者を除く。）で在宅のものを有する世帯をいう。）

ア～エ 省略

� 省略

７～１０ 省略

備考

１～３ 省略

４ この表における「入所施設」とは、児童養護施設、児

童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設、乳児院、助

産施設、小規模住居型児童養育事業所及び里親並びに障

害児入所施設及び指定医療機関 （児童を入院さ

せるものに限る。以下同じ。）をいう。

５ 省略

６ 世帯の階層がＢ階層と認定された措置児童等の属する

世帯であつても、次に掲げる世帯である場合には、この

表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基準額は、零

円とする。

�・� 省略

� 在宅障害児又は在宅障害者のいる世帯（次に掲げる

障害児又は障害者（社会福祉施設に措置された障害児

若しくは障害者、法第２４条の２の規定により障害児入

所施設又は指定医療機関 を利用する障害児、

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号）第６条の自立支援給

付の受給者（同法第５条第６項、第７項又は第１２項か

ら第１４項までのサービスに係る介護給付費等の支給を

受ける者に限る。）又は同法附則第２２条の特定旧法受

給者を除く。）で在宅のものを有する世帯をいう。）

ア～エ 省略

� 省略

７～１０ 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（保健福祉部各課の所掌事務） （保健福祉部各課の所掌事務）
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告 示

��������������

附 則

１ この規則は、平成２７年１月１日から施行する。

２ この規則施行の際現に提出されている第２条の規定による改正前の児童福祉法施行細則様式第８号及び様式第１２号の規定による申請書

は、同条の規定による改正後の児童福祉法施行細則様式第８号及び様式第１２号の規定による申請書とみなす。

�愛媛県告示第１４２７号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項の規定により、次のとおりクリーニング師の資質の向上を図るための研修

を指定した。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 研修の名称

クリーニング師研修

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 大森 利夫

３ 研修の種類、開催日及び場所

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２７年２月２２日（日）
松山市花園町３－６

学校法人河原学園
愛媛医療専門大学校

４ 受講料

５，０００円

�愛媛県告示第１４２８号
クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の３の規定により、次のとおりクリーニング所又は無店舗取次店の業務に関する知識

の修得及び技能の向上を図るための講習を指定した。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習の名称

クリーニング業務従事者講習

２ 主催者

東京都港区新橋六丁目８番２号

公益財団法人全国生活衛生営業指導センター

理事長 大森 利夫

３ 研修の種類、開催日及び場所

第１０条 省略

２ 省略

３ 健康増進課の所掌事務は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 難病の患者に対する医療等に関すること。

�～� 省略

４～７ 省略

（保健所）

第２７条 保健所の業務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 難病の患者に対する医療等に関すること。

�～� 省略

２～４ 省略

第１０条 省略

２ 省略

３ 健康増進課の所掌事務は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 特定疾患対策 に関すること。

�～� 省略

４～７ 省略

（保健所）

第２７条 保健所の業務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� 特定疾患対策 に関すること。

�～� 省略

２～４ 省略
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�愛媛県告示第１４２９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、

次のように保安林の指定をする。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林の所在場所

松山市善応寺乙７９の１、乙７９の２

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び松山

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１４３０号
保安林の指定施業要件の変更予定（平成２６年９月１６日愛媛県告示

第１０６６号）に係る通知の相手方又はその所在が不分明であるので、

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第１８９条の規定により、その通知の

内容を宇和島市役所の掲示場に掲示するとともに、次のとおりその

要旨を告示する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所及び不分明又

は所在が不分明である通知の相手方

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

変更しない。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

変更後の立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

は、次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１４３１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１１条第１項の規定に基づき、

種 類 開 催 日 場 所

集合して行う研修 平成２７年２月２２日（日）
松山市花園町３－６

学校法人河原学園
愛媛医療専門大学校

４ 受講料

４，５００円

宇和島市津島町山財２１７
大阪市平野区加美東五丁目１０
番２１号
河 野 智

〃

宇和島市津島町山財２１９
北宇和郡清満村大字山財下組
１９０番地
兵 頭 善 八

〃

宇和島市津島町山財１６０２
北宇和郡津島町大字山財２１２
番戸
岡 村 孫三郎

〃

宇和島市津島町山財１６１０ 岡 村 孫三郎 〃

宇和島市津島町山財１６９６
大阪府吹田市五月が丘南３１番
１０－３０１号
清 家 仙 次

〃

宇和島市津島町山財１７３７、
１７９７

北宇和郡津島町大字山財９７０
番地
梶 原 多 丸

〃

宇和島市津島町山財１７４９
神奈川県茅ヶ崎市松が丘二丁
目１３番２７号
岡 幹 雄

〃

宇和島市津島町山財１７７９、
１７８０、１８５３、１８８７

北宇和郡津島町大字山財下組
３０９番地
清 家 仙 次

〃

宇和島市津島町山財１７８３、
１７８７、１７９８

宇和島市野川甲１２４１番地１

結 城 弘 子
〃

宇和島市津島町山財１８００、
１８０８、１９０３、１９０９

北宇和郡津島町大字山財下組
１２０７番地
山 口 淳 子

〃

宇和島市津島町山財１８５８
北宇和郡清満村大字山財下組
８２９番地
山 本 長 藏

〃

宇和島市津島町山財１８８０
北宇和郡清満村大字山財下組
２１１番地
兵 頭 � 治

〃

宇和島市津島町山財１９３７
東宇和郡宇和町大字伊賀上１６
１４番地
松 本 文 雄

〃

宇和島市津島町山財２１００
宇和島市伊吹町甲１０１３番地２

浜 田 音二郎
〃

宇和島市津島町山財２１４２、
２１４３

南宇和郡御荘町平城３３８４番地
１
濱 田 音二郎

〃

宇和島市津島町山財２２７２
茨城県稲敷郡新利根町伊佐津
２５８４番地４
森 田 啓 介

〃

宇和島市津島町山財２４５８、
２８２８、２８３９、２８４０、２８５０

北宇和郡津島町大字山財２８２６
番地
堀 江 武 一

〃

宇和島市津島町山財２７９２
宇和島市川内甲１９８０番地１
（市営住宅）
濱 田 ノブ子

〃

保安林の所在場所 不分明又は所在が不分明であ
る通知の相手方 備 考

宇和島市津島町山財３、
５、８、９、１９７１

宇和島市伊吹町１２０７番地サン・
リヴィラ２０２号
笠 岡 美 幸

森林所有者

宇和島市津島町山財４４
宇和島市丸之内一丁目３番１７
号
石 丸 文 久

〃

宇和島市津島町山財６８
京都市伏見区石田西ノ坪１番
地
河 坂 昌 利

〃

宇和島市津島町山財８９
宇和島市新町一丁目５番２２号

松 本 尚
〃

宇和島市津島町山財１４４
北宇和郡津島町大字山財２７０
番戸
山 田 平 吉

〃

宇和島市津島町山財１９４、
１９８

北宇和郡津島町大字岩松甲６０
６番地
佐 藤 俊 運

〃

宇和島市津島町山財２０３
北宇和郡津島町大字山財下組
２１１番地２
兵 頭 徳 治

〃
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区画漁業の免許の内容たるべき事項等を次のように定める。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 免許番号、免許の内容たるべき事項、地元地区及び制限又は条

件

� ア 免許番号 伊区第１２号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業 真珠養殖業
１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 西宇和郡伊方町明神地先

� 漁場の区域

アイ、イＢ、Ｂオ、オエ、エウ及びウアの６直線によ

って囲まれた区域

基点 Ａ 西宇和郡伊方町明神漁港第２防波堤突端南

端

Ｂ 西宇和郡伊方町明神地区防波堤突端北端

点 ア Ａから西宇和郡伊方町二名津ウドノロ見通

し１５０メートルの点

イ Ｂから西宇和郡伊方町二名津ウナイ浜の鼻

見通し１５０メートルの点

ウ Ａから西宇和郡伊方町二名津ウドノロ見通

し５０メートルの点

エ Ａから１５９度２１０メートルの点

オ ＡからＢへ２００メートルの点

ウ 地元地区 西宇和郡伊方町三崎地区

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� 漁場に設置するいかだの台数は別に定める知事の指示

に従わなければならない。

� ア 免許番号 伊特区第２４号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
あわび垂下式・
わかめ・こんぶ
養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 西宇和郡伊方町明神地先

� 漁場の区域

Ａア、アウ、ウイ及びイＡの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 西宇和郡伊方町明神漁港第２防波堤突端南

端

Ｂ 西宇和郡伊方町明神地区防波堤突端北端

点 ア Ａから西宇和郡伊方町二名津ウドノロ見通

し５０メートルの点

イ ＡからＢへ２００メートルの点

ウ Ａから１５９度２１０メートルの点

ウ 地元地区 西宇和郡伊方町三崎地区

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第２９８号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業

魚類小割式養殖
業
（くろまぐろ小
割式養殖業を除
く）

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町久良地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町久良トクンタネ西小鼻標識

Ｂ 南宇和郡愛南町久良瀬ノ浜滝の下標識

点 ア Ａから南宇和郡愛南町野地島頂見通し２００

メートルの点

イ Ａから南宇和郡愛南町野地島頂見通し４２５

メートルの点

ウ Ｂから１８９度６８０メートルの点

エ Ｂから１８１度３１０メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町久良

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第２９９号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業

魚類小割式養殖
業
（くろまぐろ小
割式養殖業を除
く）

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町久良地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ、エオ、オカ及びカアの６直線によ

って囲まれた区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町久良瀬ノ浜滝の下標識

Ｂ 南宇和郡愛南町久良中天嶬標識

点 ア Ａから１６０度３６５メートルの点

イ Ａから１７８度７４０メートルの点

ウ Ａから南宇和郡愛南町当木島西端見通し８１

０メートルの点

エ Ｂから南宇和郡愛南町武者泊笠ハズシ鼻北

端見通し６２０メートルの点

オ Ｂから南宇和郡愛南町野地北端見通し３６０

メートルの点

カ Ｂから南宇和郡愛南町樽見鼻見通し１７０メ

ートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町久良

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３００号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

愛 媛 県 報平成２６年１２月２６日 第２６３５号
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漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業 くろまぐろ小割
式養殖業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 南宇和郡愛南町久良地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 南宇和郡愛南町久良瀬ノ浜滝の下標識

点 ア Ａから１８１度３１０メートルの点

イ Ａから１８９度６８０メートルの点

ウ Ａから１７８度７４０メートルの点

エ Ａから１６０度３６５メートルの点

ウ 地元地区 南宇和郡愛南町久良

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� 当該漁業権に係る区画漁業で用いられる養殖用種苗は、

人工種苗でなければならない。

２ 免許予定日

平成２７年４月１日

３ 申請期間

平成２６年１２月２６日から平成２７年２月６日まで

４ 存続期間

� 区画漁業

平成２７年４月１日から平成３６年３月３１日まで

� 特定区画漁業

平成２７年４月１日から平成３１年３月３１日まで

�������
�愛媛県告示第１４３２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、今治広域都市計画地区計画

の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧

に供する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４３３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４３４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４３５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山川内線
松山市松末一丁目２３７番３５から

同市松末一丁目１４６番１５まで
平成２６年１２月２６日

〃 〃 松山市松末一丁目１５０番４ 〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山川内線
松山市福音寺町６７番７から

同町７０番４まで
平成２６年１２月２６日

愛 媛 県 報平成２６年１２月２６日 第２６３５号
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�愛媛県告示第１４３６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４３７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４３８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４３９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 美川松山線
松山市水泥町７４７番３から

同町７９３番６まで
平成２６年１２月２６日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山松前伊予線
伊予郡松前町大字浜字今新開８０１番１１から

同字８００番１３まで
平成２６年１２月２６日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 小田柳谷線

上浮穴郡久万高原町西谷字菅行４７９９番２地先から

同字４８０１番２まで
旧 ３．６～４４．５ ０．０４０

上浮穴郡久万高原町西谷字菅行４７９９番２地先から

同字４８０１番３まで
新 ３．６～４９．７ ０．０４０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田柳谷線
上浮穴郡久万高原町西谷字菅行４７９９番２から

同字４８０１番３まで
平成２６年１２月２６日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２１）第１６６４７号 平成２２年
３月２日 �井上電化サービス 井上 志朗 西予市宇和町上松葉５９０

－１
平成２６年
１１月１１日

土木工事業
とび・土工工事業
鋼構造物工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－２６）第１５６４３号 平成２６年
１０月２０日 �凝地 凝地 美紀 南宇和郡愛南町緑乙３６０５ 平成２６年

１１月１８日

左官工事業、鉄筋工事業
板金工事業、ガラス工事業
塗装工事業、防水工事業
熱絶縁工事業、建具工事業

建設業の廃止
（一部）

愛 媛 県 報平成２６年１２月２６日 第２６３５号
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�愛媛県告示第１４４０号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県八幡浜保健所及

び伊方町役場において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県八幡浜保健所長 竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

伊方町長 山下 和彦

西宇和郡伊方町湊浦１９９３番地１

２ 事業場の名称及び所在地

伊方町健康交流施設 亀ヶ池温泉

西宇和郡伊方町二見甲１２８９番地及び甲１３１０番地１

３ 特定施設に関する事項

� 乾燥洗濯機

� 入浴施設�１

① 浴槽排水

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１０

最大 ０．２０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 検出されず

最大 検出されず

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．２５

最大 ０．５

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６６号の３ 旅館業の用に供する施設
ロ 洗濯施設

特 定 施 設 の 能 力 洗濯乾燥容量 ８キログラム×２台

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後６０日後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 工事完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２０

最大 １５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８．０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 無数

最大 無数

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６６号の３ 旅館業の用に
供する施設 ハ 入浴施設

特 定 施 設 の 能 力

露天風呂１４．５８立方メートル
あつ湯風呂３．６９立方メートル
一般浴１１．７７立方メートル
気泡浴２．８５立方メートル
水風呂２．１０立方メートル
樽風呂２．５１立方メートル
掛湯０．２９立方メートル

設 置 年 月 日 平成１９年７月３１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １２時間（１０時～２２時）

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

愛 媛 県 報平成２６年１２月２６日 第２６３５号
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② 洗い場排水

� 入浴施設�２

① 浴槽排水

② 洗い場排水

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４０

最大 ７０

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２０

最大 １５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８．０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 無数

最大 無数

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２

最大 １３

備考 宿泊施設の併設に伴い、既設入浴施設が許可後特定施設となる。

特 定 施 設 の 能 力

露天風呂１２．８６立方メートル
あつ湯風呂３．６９立方メートル
一般浴１２．２５立方メートル
気泡浴３．２０立方メートル
水風呂２．１０立方メートル
陶器風呂２．５９立方メートル
掛湯０．２９立方メートル

設 置 年 月 日 平成１９年７月３１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １２時間（１０時～２２時）

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６６号の３ 旅館業の用に
供する施設 ハ 入浴施設

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１０

最大 ０．２０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 検出されず

最大 検出されず

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４０

最大 ７０

特定施設か

ら排出され

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０
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� 入浴施設�３

① 浴槽排水

② 洗い場排水

る汚水等の

汚染状態の

値

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２０

最大 １５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８．０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 無数

最大 無数

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １２

最大 １３

備考 宿泊施設の併設に伴い、既設入浴施設が許可後特定施設となる。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６６号の３ 旅館業の用に
供する施設 ハ 入浴施設

特 定 施 設 の 能 力 家族風呂０．９７立方メートル
福祉風呂１．２５立方メートル

設 置 年 月 日 平成１９年７月３１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １２時間（１０時～２２時）

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１０

最大 ０．２０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 検出されず

最大 検出されず

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８

最大 ９

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １００

最大 １２０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２０

最大 １５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８．０

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 無数

最大 無数
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� 入浴施設�４

４ 汚水等の処理施設に関する事項

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ４．０

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３

最大 ４

備考 宿泊施設の併設に伴い、既設入浴施設が許可後特定施設となる。

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ２

備考 宿泊施設の併設に伴い、既設入浴施設が許可後特定施設となる。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６６号の３ 旅館業の用に
供する施設 ハ 入浴施設

特 定 施 設 の 能 力 足湯１．１９立方メートル

設 置 年 月 日 平成１９年７月３１日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 １２時間（１０時～２２時）

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ６．０～８．０

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２

最大 ３

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ２．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１０

最大 ０．２０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 検出されず

最大 検出されず

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

設 置 年 月 日 平成１９年７月３１日

処 理 施 設 の 種 類 合併処理浄化槽

処 理 施 設 の 型 式 ＦＮ２Ｆ型

処 理 施 設 の 構 造 ＦＲＰ製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１３．３メートル 横５．３メートル
高さ３．４４メートル

処 理 施 設 の 能 力 ３２０人槽
１日当たり７９立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集剤添加膜分離活性汚泥方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９２

最大 １１５

通常 ８．０

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １６０

最大 ２００

通常 ８．０

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １６０

最大 ２００

通常 ４

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３２

最大 ４０

通常 １２

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．２

最大 ４．０

通常 ０．８０

最大 １．０

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 無数

最大 無数

通常 ０

最大 ３，０００
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訓 令

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第１４４１号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

平成２６年１２月２６日

愛媛県南予地方局長 稲 田 洋一郎

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

平成２６年１２月１９日

３ 指定道路の位置

大洲市徳森字土肥１９８７番１の一部、１９８３番１の一部、２８４９番の

一部及び２００２番６の一部

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 １２０．７６メートル ２０．５８メートル

� 幅員 ６．００メートル ６．００メートル

�愛媛県訓令第２０号
庁 中 一 般

各 地 方 機 関

愛媛県保健所処務規程等の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県保健所処務規程等の一部を改正する訓令

（愛媛県保健所処務規程の一部改正）

第１条 愛媛県保健所処務規程（昭和２６年愛媛県訓令第５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．４

最大 ５．０

通常 ２．７

最大 ４．０

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６９

最大 ７９

通常 ６９

最大 ７９

大腸菌群数
（単位 １
立方センチ
メートルに
つき個）

通常 ０

最大 ３，０００以下

ノルマルヘ
キサン抽出
物質含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．２

最大 ４．０

ふっ素及び
その化合物
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

シアン化合
物（単位
１リットル
につきミリ
グラム）

通常 検出されず

最大 検出されず

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １５８

最大 ２３０

備考 汚水等の処理施設からの排出水のほか、浴槽排水を排出する。
このほかに、雨水専用排水口として�２、�３排水口がある。

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．０～８．０

最大 ５．８～８．６

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４．６

最大 １０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４．６

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３

最大 ５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．８

最大 １５

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．４１

最大 １．０

改 正 後 改 正 前

（分掌事務）
第２条 保健所（四国中央保健所を除く。）の各課室の分掌事務
は、次のとおりとする。

（分掌事務）
第２条 保健所（四国中央保健所を除く。）の各課室の分掌事務
は、次のとおりとする。
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省略

健康増進課

�～� 省略

� 難病の患者に対する医療等に関すること。

�～� 省略

省略

２ 四国中央保健所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。

省略

保健課

�～� 省略

� 難病の患者に対する医療等に関すること。

�～� 省略

省略

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

省略

健康増進課

�～� 省略

� 特定疾患対策 に関すること。

�～� 省略

省略

２ 四国中央保健所の各課の分掌事務は、次のとおりとする。

省略

保健課

�～� 省略

� 特定疾患対策 に関すること。

�～� 省略

省略

別表（第４条、第８条関係）

所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分 組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

所

長

課

長

所

長

課

長

健

康

増

進

課

１ 児童

福祉法

（昭和

２２年法

律第１６４

号）の

施行に

関する

事務

１ 小児慢性特定疾病医療費に関す

ること。

健

康

増

進

課

１ 児童

福祉法

（昭和

２２年法

律第１６４

号）の

施行に

関する

事務

� 支給認定（第１９条の３第３

項、第５項、第７項）

○

� 小児慢性特定疾病審査会への

審査依頼（第１９条の３第４項）

○

� 支給認定の変更認定（第１９条

の５第２項、第３項）

○

� 支給認定の変更の届出の処理

（児童福祉法施行規則（昭和２３

年厚生省令第１１号。以下この部

において「省令」という。）第

７条の９第３項）

○

� 支給認定の取消し（第１９条の

６）

○

� 報告等の命令及び質問（第５７

条の３第２項）

○

� 資料の提供等の要求（第５７条

の４第２項）

○

	 医療受給者証の再交付（省令

第７条の２３第１項）

○


 医療受給者証の返還の受理

（省令第７条の２３第４項）

○

２ 省略 １ 省略

２ 小児慢性特定疾患治療研究対象

者の認定（第２１条の５、愛媛県小

児慢性特定疾患治療研究事業実施

要綱（昭和５０年３月３１日制定）第

８の１）

○

２～６

省略

２～６

省略

備考 省略 備考 省略
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（愛媛県児童相談所処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県児童相談所処務規程（昭和３６年愛媛県訓令第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県庁事務決裁規程の一部改正）

第３条 愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（分掌事務）

第３条 課の分掌事務は、次のとおりとする。

省略

指導課

� 児童福祉法第２４条の３第２項の規定による入所給付決定（同

法第２４条の２第２項の規定による障害児入所給付費の額の決定

（同法第２４条の５の規定による認定を含む。）、同法第２４条の

３第６項の規定による入所受給者証の交付及び児童福祉法施行

規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２５条の９の規定による負担

上限月額等の通知を含む。）に関すること。

� 児童福祉法第２４条の４第１項の規定による入所給付決定の取

消し（同条第２項の規定による入所受給者証の返還の受理を含

む。）に関すること。

� 省略

� 児童福祉法第２６条第１項、第２７条、第２７条の２第１項、第２７

条の３、第２８条第１項から第３項 まで、第

３０条第３項、第３１条第２項及び第３項、第３３条並びに第３３条の

４の規定による相談及び措置に関すること。

�の２～� 省略

� 児童福祉法第５６条第１項、第２項及び第５項の規定による扶

養義務者負担金に関すること。

�～� 省略

省略

２ 省略

（分掌事務）

第３条 課の分掌事務は、次のとおりとする。

省略

指導課

� 児童福祉法第２４条の３第１項の規定による施設給付決定（同

法第２４条の２第２項の規定による障害児施設給付費の額の決定

（同法第２４条の５の規定による認定を含む。）、同法第２４条の

３第６項の規定による施設受給者証の交付及び児童福祉法施行

規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２５条の９の規定による負担

上限月額等の通知を含む。）に関すること。

� 児童福祉法第２４条の４第１項の規定による施設給付決定の取

消し（同条第２項の規定による施設受給者証の返還の受理を含

む。）に関すること。

� 省略

� 児童福祉法第２６条第１項、第２７条、第２７条の２第１項、第２７

条の３、第２８条第１項、第２項及び第４項から第６項まで、第

３０条第３項、第３１条第２項及び第３項、第３３条並びに第３３条の

４の規定による相談及び措置に関すること。

�の２～� 省略

� 児童福祉法第５６条第１項、第２項及び第８項の規定による扶

養義務者負担金に関すること。

�～� 省略

省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する保健福祉部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

健

康

増

進

課

１～１２

省略

健

康

増

進

課

１～１２

省略

１３ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 指定医に関すること。 １３ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 小児慢性特定疾患治療研究

費の交付額及び委託料の決定

（第２１条の９の６、新たな小

児慢性特定疾患対策の確立に

ついて（平成１７年２月２１日付

け厚生労働省雇用均等・児童

家庭局長通知）第４の７）

○

� 指定（第１９条の３第１

項）

○
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� 研修の実施（児童福祉法

施行規則（以下この部にお

いて「省令」という。）第

７条の１０第１項第２号）

○

� 指定の更新（省令第７条

の１２）

○

� 申請内容の変更の届出の

受理（省令第７条の１４）

○

� 指定の辞退の申出の受理

（省令第７条の１５）

○

� 指定の取消し（省令第７

条の１６）

○

� 指定、指定の変更、指定

の辞退及び指定の取消しに

係 る 公 表（省 令 第７条 の

１７）

○

２ 指定小児慢性特定疾病医療

機関に関すること。

� 指定（第６条の２第２

項）

○

� 指定の更新（第１９条の１０

第１項）

○

� 指導（第１９条の１３） ○

� 変更並びに業務の休止、

廃止及び再開等の届出の受

理（第１９条の１４、省令第７

条の３６）

○

� 指定の辞退の申出の受理

（第１９条の１５）

○

� 報告の徴収及び検査（第

１９条の１６第１項）

○

� 小児慢性特定疾病医療費

の支払の一時差止め（第１９

条の１６第４項）

○

� 勧告（第１９条の１７第１

項）

○

	 勧告に従わない旨の公表

（第１９条の１７第２項）

○


 措置命令（第１９条の１７第

３項、第４項）

○

� 指定の取消し等（第１９条

の１８）

○

� 指定、指定の変更、指定

の辞退及び指定の取消しに

係る公示（第１９条の１９）

○

３ 小児慢性特定疾病児童等自

立支援事業の実施（第１９条の

２２第１項から第３項まで）

○
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１４～１６

省略

１４～１６

省略

１７ 難病

の患者

に対す

る医療

等に関

する法

律の施

行に関

する事

務

１ 特定医療費に関すること。

� 支 給 認 定（第７条 第１

項、第３項、第４項）

○

� 指定難病審査会への審査

依頼（第７条第２項）

○

� 支給認定の変更認定（第

１０条第２項、第３項）

○

� 支給認定の変更の届出の

処理（難病の患者に対する

医療等に関する法律施行規

則（平成２６年厚生労働省令

第１２１号。以下この部にお

いて「省令」という。）第

１３条第１項）

○

� 支給認定の取消し（第１１

条）

ア 第１１条第１項第３号及

び第４号に掲げる場合に

係るもの

○

イ ア以外のもの ○

� 報告等の命令及び質問

（第３５条第１項）

○

� 資料の提供等の要求（第

３７条）

○

� 医療受給者証の再交付

（省令第２６条）

○

２ 指定医に関すること。

� 指定（第６条第１項） ○

� 研修の実施（省令第１５条

第１項第１号ロ、第２号）

○

� 指定の更新（省令第１７条

第２項）

○

� 申請内容の変更の届出の

受理（省令第１９条）

○

� 指定の辞退の申出の受理

（省令第２０条第１項）

○

� 指定の取消し等（省令第

２０条第２項から第４項ま

で）

○

� 指定、指定の変更、指定

の辞退及び指定の取消し等

に係る公表（省令第２１条）

○

３ 指定医療機関に関するこ

と。

� 指定（第５条第１項） ○

� 指定の更新（第１５条第１

項）

○
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（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第４条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 指導（第１８条） ○

� 変更並びに業務の休止、

廃止及び再開等の届出の受

理（第１９条、省令第４３条）

○

� 指定の辞退の申出の受理

（第２０条）

○

� 報告の徴収及び検査（第

２１条第１項）

○

� 特定医療費の支払の一時

差止め（第２１条第４項）

○

� 勧告（第２２条第１項） ○

� 勧告に従わない旨の公表

（第２２条第２項）

○

� 措置命令（第２２条第３

項、第４項）

○

	 指定の取消し等（第２３

条）

○


 指定、指定の変更、指定

の辞退及び指定の取消しに

係る公示（第２４条）

○

４ 療養生活環境整備事業の実

施（第２８条第１項）

○

改 正 後 改 正 前

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第３（第４条関係）

局長の権限に属する健康福祉環境部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

主

幹

部

長

課

長

主

幹

地

域

福

祉

課

１～６

省略

地

域

福

祉

課

１～６

省略

７ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略 ７ 児童

福祉法

の施行

に関す

る事務

１ 省略

２ 指定障害児通所支援事業者に

関すること。

２ 指定障害児通所支援事業者に

関すること。

�～� 省略 �～� 省略

� 報告の徴収及び立入検査

（第２１条の５の２１第１項、第

２項）

○ � 報告の徴収及び立入検査

（第２１条の５の２１第１項、第

４項）

○

� 当該職員の証明書の交付

（第１９条の１６第２項、第２１条

の５の２１第３項）

○ � 当該職員の証明書の交付

（第２１条の５の２１第２項、第

４項 ）

○

�～
 省略 �～
 省略
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公 告

��������������

�������
�公 告

海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画について

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号）

第４条第７項の規定に基づき、海洋生物資源の保存及び管理に関す

る愛媛県計画（平成２６年６月２７日付け公告）を次のとおり変更した。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

附 則

この訓令は、平成２７年１月１日から施行する。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２６年１２月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

３ 指定障害児入所施設等に関す

ること。

３ 指定障害児入所施設等に関す

ること。

�～� 省略 �～� 省略

� 当該職員の証明書の交付

（第１９条の１６第２項 、第

２４条の１５第２項）

○ � 当該職員の証明書の交付

（第２１条の５の２１第２項、第

２４条の１５第２項）

○

�～� 省略 �～� 省略

４ 業務管理体制の整備に関する

こと。

４ 業務管理体制の整備に関する

こと。

�・� 省略 �・� 省略

� 当該職員の証明書の交付

（第１９条の１６第２項 、第

２１条の５の２６第５項、第２４条

の１９の２、第２４条の３９第５

項）

○ � 当該職員の証明書の交付

（第２１条の５の２１第２項、第

２１条の５の２６第５項、第２４条

の１９の２、第２４条の３９第５

項）

○

�～� 省略 �～� 省略

５～１１ 省略 ５～１１ 省略

８～２９

省略

８～２９

省略

備考 省略 備考 省略

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年１２月１５日 特定非営利活動法人
愛媛昆虫類調査研究機構 菅 晃 松山市泉町１０９番地の３ この法人は、昆虫類の調査研究や環境保全に関

する事業を行い、昆虫類の分布・生態等の解明
や種の保存を図り、広く公益に寄与することを
目的とする。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２６年１２月１６日 特定非営利活動法人 こころ塾 村 松 つ ね 松山市大街道三丁目２番地１６ この法人は、働く人々に対して、心の健康保持
増進に関する事業を行い、幸せな家庭、職場作
りに寄与することを目的とする。

愛 媛 県 報平成２６年１２月２６日 第２６３５号
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海洋生物資源の保存及び管理に関する愛媛県計画

１ 海洋生物資源の保存及び管理に関する方針

県は、海洋生物資源の保存及び管理の一層の推進を図るため、

海洋生物資源の保存及び管理に関する法律（平成８年法律第７７号。

以下「法」という。）第３条第１項に規定する基本計画において

定められた第１種特定海洋生物資源ごとの本県における漁獲可能

量（以下「知事管理量」という。）及び第２種特定海洋生物資源

の本県の漁業者に係る漁獲努力可能量（以下「知事管理努力量」

という。）の管理に関し、次のとおり必要な措置を講じることと

する。

� 必要に応じて漁業者等の指導、採捕の数量又は漁獲努力量の

公表その他の知事管理量及び知事管理努力量の管理の実効性を

担保するための措置を講じるため、本県における第１種特定海

洋生物資源の採捕実績（他県からの入漁者の採捕実績を含む。）

及び本県の漁業者に係る第２種特定海洋生物資源の操業実績の

的確な把握に努める。

� 海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を取り巻

く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を蓄積す

るため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心とし、

国又は関係都道府県との連携の下、資源調査体制の充実強化を

図る。

また、引き続き従来からの資源管理型漁業を推進するほか、

法第１３条第２項に規定する協定に係る制度（以下「協定制度」

という。）の活用等により、漁業者等による自主的な資源管理

を推進することとする。

なお、本県における海洋生物資源の保存及び管理の推進に当

たっては、他県からの入漁者の採捕実績に対し妥当な配慮を払

うものとする。

２ 知事管理量に関する事項

平成２６年及び平成２７年の知事管理量は、次表のとおりである。

第１種特定
海洋生物資
源

知 事 管 理 量

平成２６年 平成２７年

平成２６年１月
から１２月まで

平成２６年７月
から平成２７年
６月まで

平成２７年１月
から１２月まで

平成２７年７月
から平成２８年
６月まで

まあじ ５，０００トン ６，０００トン

まいわし 若 干 若 干

まさば及び
ごまさば

若 干 （注）

（注）平成２７年のまさば及びごまさばの漁獲可能量については、管理の対
象となる期間が開始する前までに設定する。

３ 知事管理量の採捕の種類別の数量に関する事項

平成２６年及び平成２７年の知事管理量の採捕の種類別に定める数

量は、次表のとおりとする。

また、資源に対する漁獲圧力が無視できるほど小さいと認めら

れる漁業種類については、数量を明示しないこととした。

第１種特定海洋

生物資源
採捕の種類

数 量

平成２６年１月
から１２月まで

平成２７年１月
から１２月まで

まあじ
中型まき網漁業
及び小型まき網
漁業

３，５００トン ４，２００トン

４ 知事管理量（まあじにあっては、採捕の種類別の数量）に関し

実施すべき施策に関する事項

� 中型まき網漁業及び小型まき網漁業については、許可隻数を

現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、経済的・合

理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推進するため、

協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、採捕数量の報告を

義務付けることとする。

� まあじの採捕を目的とする一本釣り漁業及び遊漁については、

その実態の把握に努め、数量管理の在り方について検討するこ

ととする。

� まいわし並びにまさば及びごまさばについては、現状以上に

漁獲努力量を増加させることがないように努めるとともに、漁

獲数量が前年の漁獲実績程度となるように努めることとする。

５ 知事管理努力量に関する事項

平成２６年及び平成２７年の知事管理努力量は、次表のとおりであ

る。

第２
種特
定海
洋生
物資
源

採捕
の種
類

知 事 管 理 努 力 量

瀬戸内海 瀬戸内海 宇和海 宇和海

平成２６
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２６
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２７
年４月
１日か
ら６月
３０日ま
で

平成２７
年９月
１日か
ら１１月
３０日ま
で

平成２６
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

平成２７
年１０月
１日か
ら１２月
３１日ま
で

さわ
ら

さわ
ら流
し網
漁業

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

１６，５９０隻
日

５，８８０隻
日

７，４９０隻
日

７，４９０隻
日

６ 知事管理努力量の採捕の種類別及び海域別の数量に関する事項

平成２６年及び平成２７年の知事管理努力量の採捕の種類別及び海

域別に定める数量は、次表のとおりとする。

第２種
特定海
洋生物
資源

採捕の
種類 海 域 期 間 漁獲努力量

さわら

流し網漁
業 の う
ち、さわ
ら流し網
漁業及び
さごし、
めじか流
し網漁業

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る燧灘及び安
芸灘

平成２６年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

平成２７年４月１日
から６月３０日まで

１６，５９０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る伊予灘

平成２６年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

平成２７年９月１日
から１１月３０日まで

５，８８０隻日

愛媛県資源管
理指針に基づ
く資源管理措
置の対象であ
る宇和海

平成２６年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

平成２７年１０月１日
から１２月３１日まで

７，４９０隻日

７ 知事管理努力量に関し実施すべき施策に関する事項

� 瀬戸内海のさわらの資源の回復を図るため愛媛県資源管理指

針に基づく資源管理措置の着実な実施を推進するとともに、漁

業法（昭和２４年法律第２６７号）第６８条第１項の規定に基づく瀬

戸内海広域漁業調整委員会の指示による操業制限等が遵守され

るように努めることとする。

� さわら流し網漁業及びさごし、めじか流し網漁業については、

愛 媛 県 報平成２６年１２月２６日 第２６３５号
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許可隻数を現状以下とする等従来の操業規制を維持するほか、

経済的・合理的な漁獲のための漁業者による自主的な管理を推

進するため、協定制度の普及及び定着を図ることとする。

なお、これらの漁業を営む者に対しては、操業海域ごとにそ

れぞれ４月１日から６月３０日までの間、９月１日から１１月３０日

までの間及び１０月１日から１２月３１日までの間における操業実績

の報告を義務付けることとする。

８ その他海洋生物資源の保存及び管理に関する重要事項

� 海洋生物資源の保存及び管理をより一層推進するためには、

より詳細かつ正確な資源状況の把握が必要であることから、漁

獲情報を的確に把握するとともに、資源に関する調査研究の充

実強化を更に進めることとする。

� 海洋生物資源の保存及び管理を推進するため、小型魚や産卵

親魚の保護等に向けた取組を進めることとする。

平成２６年１２月２６日 発行

愛 媛 県 報平成２６年１２月２６日 第２６３５号
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